
事 業 概 況 （平成 29年 8月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 29年度労災保険業務機械処理の平成29年 8月末現在における保険給付支払総額は3,343億円で、前年同期に比べ

て0.3％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が1,777億円で53.2％と最も大きく、次いで療養補償給

付が977億円で29.2％を占めている。以下、休業補償給付が11.8％、障害補償一時金が3.7％、遺族補償一時金が1.0％、

介護補償給付が0.8％、葬祭料が0.2％、二次健康診断等給付が0.1％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が8.9％増、二次健康診断等給付が5.0％増、

療養補償給付が2.0％増となっているのに対し、障害補償一時金が4.9％減、葬祭料が2.7％減、介護補償給付が1.8％減、

年金等給付が1.4％減となっている。なお、休業補償給付は前年同期と同水準であった。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 335,255,763 100.0 0.7 △    334,343,381 100.0 0.3 △    

療 養 補 償 給 付 95,746,356 28.6 0.4 97,698,654 29.2 2.0

休 業 補 償 給 付 39,422,710 11.8 4.0 △    39,419,623 11.8 0.0

障 害 補 償 一 時 金 12,910,342 3.9 0.5 12,280,200 3.7 4.9 △    

遺 族 補 償 一 時 金 2,974,411 0.9 7.9 3,239,246 1.0 8.9

葬 祭 料 852,398 0.3 3.6 829,329 0.2 2.7 △    

介 護 補 償 給 付 2,810,922 0.8 0.3 2,760,833 0.8 1.8 △    

年 金 等 給 付 180,169,444 53.7 0.9 △    177,727,908 53.2 1.4 △    

二 次健 康診 断等 給付 369,178 0.1 1.8 387,587 0.1 5.0

平成28年度　28年8月末 平成29年度　29年8月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が973億円で29.1％、「その他の事業」が947億円で28.3％、

「製造業」が831億円で24.9％となっている。以下、「運輸業」が10.7％、「鉱業」が4.2％、「林業」が1.9％、「船舶所

有者の事業」が0.4％、「漁業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ0.3％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 6.3％増、「その他の

事業」が2.4％増、「運輸業」が0.3％増となっているのに対し、「漁業」が13.0％減、「林業」が5.4％減、「鉱業」が3.3％

減、「船舶所有者の事業」が2.5％減、「建設事業」が1.3％減、「製造業」が1.2％減となっている。（第２表） 

 

 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 335,255,763 100.0 0.7 △    334,343,381 100.0 0.3 △    

林 業 6,568,537 2.0 1.4 △    6,214,698 1.9 5.4 △    

漁 業 1,212,857 0.4 5.3 1,055,201 0.3 13.0 △   

鉱 業 14,485,675 4.3 6.3 △    14,000,580 4.2 3.3 △    

建 設 事 業 98,570,116 29.4 1.8 △    97,315,031 29.1 1.3 △    

製 造 業 84,131,586 25.1 1.0 △    83,146,196 24.9 1.2 △    

運 輸 業 35,559,903 10.6 0.5 △    35,673,836 10.7 0.3

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
798,362 0.2 2.5 △    848,499 0.3 6.3

そ の 他 の 事 業 92,535,922 27.6 1.5 94,730,713 28.3 2.4

船 舶 所 有 者 の 事 業 1,392,804 0.4 2.6 △    1,358,628 0.4 2.5 △    

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

平成29年度　29年8月末

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成28年度　28年8月末

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が965億円で54.3％と最も大きく、次いで障害補償

年金が675億円で38.0％、傷病補償年金が138億円で7.8％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が588億円で33.1％、「製造業」が510億円で28.7％、「そ

の他の事業」が340億円で19.1％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が5.6％、「林業」が1.9％、「漁業」

が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

 

平成29年度　29年8月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

　業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 67,462,203 96,486,901 13,778,804 177,727,908 100.0

林 業 967,549 2,244,660 167,446 3,379,655 1.9

漁 業 179,839 568,845 24,566 773,250 0.4

鉱 業 915,325 6,976,629 2,135,153 10,027,107 5.6

建 設 事 業 18,880,607 34,887,942 5,032,542 58,801,090 33.1

製 造 業 25,364,792 23,029,619 2,640,700 51,035,112 28.7

運 輸 業 7,038,181 10,754,035 1,068,851 18,861,067 10.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
119,042 352,889 34,430 506,361 0.3

そ の 他 の 事 業 13,912,575 17,454,397 2,657,740 34,024,712 19.1

船 舶 所 有 者 の 事 業 84,293 217,886 17,375 319,554 0.2

構 成 比 38.0% 54.3% 7.8% 100.0% －

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

 

 

 

 



 

保 険 料 

 

  平成 29年度労災保険業務機械処理の平成29年 8月末現在における保険料徴収決定済額は8,095億円で、前年同期に比

べて5.0％増となっている。保険料収納済額は2,717億円で、前年同期に比べて0.2％減となっている。また、収納率につ

いてみると33.6％となっており、前年同期に比べて1.7ポイント下回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が3,907億円で48.3％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,631 億円で 20.1％、「製造業」が 1,580 億円で 19.5％を占めている。以下、「運輸業」が 9.0％、「船舶所有者

の事業」が 1.7％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

区　分　

平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度

　業　種 28年8月末 29年8月末 28年8月末 29年8月末 28年8月末 29年8月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 770,796,582 809,541,091 100.0 5.0 272,217,155 271,701,119 100.0 0.2 △   35.3 33.6

林 業 4,920,603 4,911,950 0.6 0.2 △   1,705,099 1,691,674 0.6 0.8 △   34.7 34.4

漁 業 1,938,850 1,888,696 0.2 2.6 △   701,925 683,237 0.3 2.7 △   36.2 36.2

鉱 業 2,828,273 2,744,970 0.3 2.9 △   763,436 699,297 0.3 8.4 △   27.0 25.5

建 設 事 業 155,872,873 163,106,430 20.1 4.6 59,329,984 60,634,991 22.3 2.2 38.1 37.2

製 造 業 152,461,470 157,950,316 19.5 3.6 44,347,023 43,209,007 15.9 2.6 △   29.1 27.4

運 輸 業 69,533,095 72,539,690 9.0 4.3 21,189,704 20,874,816 7.7 1.5 △   30.5 28.8

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,133,173 2,331,179 0.3 9.3 844,987 850,996 0.3 0.7 39.6 36.5

そ の 他 の 事 業 368,057,201 390,691,804 48.3 6.1 138,959,033 138,679,253 51.0 0.2 △   37.8 35.5

船舶所有者の 事業 13,051,043 13,376,057 1.7 2.5 4,375,965 4,377,846 1.6 0.0 33.5 32.7

構成比

対前年

同　期
増減率

構成比

対前年

同　期
増減率

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況

 


